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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感光体上に形成されたトナー像を中間転写体上に一次転写し、該中間転写体上に一次転
写されたトナー像を転写材上に二次転写し、二次転写後、クリーニング手段を中間転写体
に当接させて中間転写体上に残存するトナーをクリーニングする画像形成方法であって
　該クリーニング手段が、ファーブラシ又は帯電ローラであり、
　該中間転写体は、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｂ）が０．１０～１
．００μｍの範囲であり、下記式
Ｅｂ＝（Ｓｂ－Ｉｂ）×１００／Ｓｂ
（式中、Ｉｂは荷重９．８×１０－５Ｎに対する中間転写体の塑性変位量（μｍ）を表す
。）
で表される弾性変形率（Ｅｂ）（％）が５０以上であり、
　該トナー像を形成するトナーは、円相当径２μｍ以上の粒子における平均円形度が０．
９２０～０．９６０であり、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｔ）が０．
０６～０．２４μｍの範囲であり、下式
Ｅｔ＝（Ｓｔ－Ｉｔ）×１００／Ｓｔ
（式中、Ｉｔは荷重９．８×１０－５Ｎに対するトナーの塑性変位量（μｍ）を表す。）
で表される弾性変形率（Ｅｔ）（％）が２５～６０であり、
　該中間転写体の弾性変形率と該トナーの弾性変形率とが、下記条件式
７５≦Ｅｂ＋Ｅｔ≦１３５
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を満たすことを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　該トナーは、トナー粒子及び一次平均粒径７０～１５０ｎｍの微粒子を少なくとも含有
しており、該微粒子の含有量が、トナー粒子１００質量部に対して０．５乃至４．０質量
部であることを特徴とする請求項１に記載の画像形成方法。
【請求項３】
　感光体上に形成されたトナー像を中間転写体上に一次転写し、該中間転写体上のトナー
像を転写材上に二次転写し、二次転写後、クリーニング手段を中間転写体に当接させて中
間転写体上に残存するトナーをクリーニングする画像形成方法に用いられる画像形成装置
であって、
　該クリーニング手段が、ファーブラシ又は帯電ローラであり、
　該中間転写体は、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｂ）が０．１０～１
．００μｍの範囲であり、下記式
Ｅｂ＝（Ｓｂ－Ｉｂ）×１００／Ｓｂ
（式中、Ｉｂは荷重９．８×１０－５Ｎに対する中間転写体の塑性変位量（μｍ）を表す
。）
で表される弾性変形率（Ｅｂ）（％）が５０以上であり、
　該トナー像を形成するトナーは、円相当径２μｍ以上の粒子における平均円形度が０．
９２０～０．９６０であり、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｔ）が０．
０６～０．２４μｍの範囲であり、下式
Ｅｔ＝（Ｓｔ－Ｉｔ）×１００／Ｓｔ
（式中、Ｉｔは荷重９．８×１０－５Ｎに対するトナーの塑性変位量（μｍ）を表す。）
で表される弾性変形率（Ｅｔ）（％）が２５～６０であり、
　該中間転写体の弾性変形率と該トナーの弾性変形率とが、下記条件式
７５≦Ｅｂ＋Ｅｔ≦１３５
を満たすことを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　該トナーは、トナー粒子及び一次平均粒径７０～１５０ｎｍの微粒子を少なくとも含有
しており、該微粒子の含有量が、トナー１００質量部に対して０．５乃至４．０質量部で
あることを特徴とする請求項３に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は中間転写体を有する電子写真装置及び該装置に適用する画像形成方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　中間転写ベルトを使用した画像形成装置は、カラー画像情報や多色画像情報の複数の成
分色画像を順次積層転写してカラー画像や多色画像を合成再現した画像形成物を出力する
カラー画像形成装置や多色画像形成装置、又はカラー画像形成機能や多色画像形成機能を
具備させた画像形成装置として有効である。
【０００３】
　中間転写ベルトを用いた画像形成装置は、転写ベルト上に張り付けられた、または吸着
された第２の画像担持体上に第１の画像担持体上から画像を転写する画像形成装置（例え
ば、特許文献１参照）と比較すると、第２の画像担持体である転写材に対し、加工や制御
（例えば、グリッパーに把握する、吸着する及び曲率をもたせる等）を必要としないため
、封筒、ハガキ及びラベル紙等、薄い紙（４０ｇ／ｍ２紙）から厚い紙（２００ｇ／ｍ２

紙）まで、幅の広狭や長さの長短によらず、多種多様な第２の画像担持体を選択すること
ができるという利点を有している。
【０００４】
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　また、中間転写ベルト形状とすることで、中間転写ドラムのような剛体のシリンダーを
用いる場合と比較して画像形成装置内部に配置する際の自由度が増して、スペースの有効
利用による装置本体の小型化やコストダウンを行うことができるメリットもある。
【０００５】
　さらに弾性を有する中間転写ベルトを使用する方式も提案されている。これは感光体等
の第１の画像担持体と中間転写ベルトとの１次転写部、及び第２の画像担持体へ画像の転
写を行う２次転写部において、十分な転写領域、いわゆる転写ニップを確保することがで
きる。
【０００６】
　特に、画像部全面に多量のトナーが載ったフルカラー画像の場合、従来の弾性を持たな
い中間転写ベルトでは部分的な転写不良が生じ易く、色調が変化したり、白く抜けるよう
な画像、あるいは文字画像のラインの中央部が転写されずにエッジ部のみが転写される「
転写中抜け」の発生という問題を解消することができる。
【０００７】
　また、弾性を有する中間転写ベルトの提案もなされている（例えば、特許文献２及び３
参照）。しかし、確かに１次転写、２次転写共に転写性や中抜けは改善されたが、転写起
因の画像のガサツキ性は改善されていなかった。
【０００８】
　ところで、一般にトナーのクリーニングには、ブレード方式、ファーブラシ方式が用い
られている。ブレード方式は、ゴムブレードのようなクリーニングブレードをトナー保持
体に押しつけ、機械的に掻き落とす方法である。一方、ファーブラシ方式は、表面に毛ブ
ラシを貼り付けた円筒形基材を回転させながら相手に接触させ、同時にブラシと被クリー
ニング部材との間に、トナーがブラシ側に引き付けられるような電位差を設け、機械的、
静電的にトナーをクリーニングするものである。
【０００９】
　弾性中間転写ベルトのクリーニングにおいて、ブレード方式を用いると、弾性中間転写
ベルトに対するクリーニングブレードの接触負荷が大きく、クリーニングブレードが強い
摺擦力で当接し弾性中間転写ベルトに対して喰い込んでしまう。このため、起動時のトル
クアップ、ブレード巻き込み、摩擦傷によるスジ、及び、摩擦ムラによるベルト寄りなど
が発生しやすくなりベルト寿命を低減させる原因の一つとなってしまう。弾性中間転写ベ
ルトに限らず中間転写ベルトは比較的コストが高い部品であるため、中間転写ベルトの寿
命が短くなると交換間隔が短くなり画像形成コストに大きな影響を及ぼすことになる。中
間転写ベルトは一定間隔で交換される部品であるが、中間転写ベルトのコストが画像形成
コストに上乗せされることになる。近年、カラー画像形成に関しても画像形成コストの低
減要求が高くなっているため、中間転写ベルトの高寿命化が要求されている。このため、
弾性中間転写ベルトをクリーニングするには、接触負荷の少ないクリーニング方式が好適
であり、上記２つの方式を比較すると、ブレード方式より、ファーブラシ方式が適してい
る。
【００１０】
　また、ファーブラシ方式のベルトクリーニング方法も提案されている（例えば、特許文
献４乃至６参照）。いずれも接触負荷が少なく、弾性中間転写ベルトの寿命を低減させる
ことはなくなったが、高速の電子写真機器における弾性中間転写ベルトのクリーニングは
満足のいくものではなかった。
【特許文献１】特開昭６３－３０１９６０号公報
【特許文献２】特開平１１－２３１６８３号公報
【特許文献３】特開平１１－０２４４２９号公報
【特許文献４】特開平１０－２５４２５１号公報
【特許文献５】特開平８－２９２６２３号公報
【特許文献６】特開２００２－２２９３４４号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、中間転写体、特に弾性中間転写ベルトを有する画像形成装置に適用さ
れる画像形成方法であって、良好な転写効率、転写中抜けや転写起因のガサツキ性などの
画像不良を防止し、寿命を縮めることなく中間転写体のクリーニングを良好に行うことが
可能な画像形成方法を提供することにある。
【００１２】
　また、本発明の目的は、上記画像形成方法を適用した画像形成装置を提供することにあ
る。
【００１３】
　また、本発明の目的は、上記画像形成方法に用いられるトナーを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の目的は、以下により達成される。
【００１５】
　即ち、
（１）感光体上に形成されたトナー像を中間転写体上に一次転写し、該中間転写体上のト
ナー像を転写材上に二次転写し、二次転写後、クリーニング手段を中間転写体に当接させ
て中間転写体上に残存するトナーをクリーニングする画像形成方法であって、
　該クリーニング手段が、ファーブラシ又は帯電ローラであり、
　該中間転写体は、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｂ）が０．１０～１
．００μｍの範囲であり、下記式
　　　Ｅｂ＝（Ｓｂ－Ｉｂ）×１００／Ｓｂ
（式中、Ｉｂは荷重９．８×１０－５Ｎに対する中間転写体の塑性変位量（μｍ）を表す
。）
で表される弾性変形率（Ｅｂ）（％）が５０以上であり、
　該トナー像を形成するトナーは、円相当径２μｍ以上の粒子における平均円形度が０．
９２０～０．９６０であり、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｔ）が０．
０６～０．２４μｍの範囲であり、下式
　　　Ｅｔ＝（Ｓｔ－Ｉｔ）×１００／Ｓｔ
（式中、Ｉｔは荷重９．８×１０－５Ｎに対するトナーの塑性変位量（μｍ）を表す。）
で表される弾性変形率（Ｅｔ）（％）が２５～６０であり、
　該中間転写体の弾性変形率と該トナーの弾性変形率とが、下記条件式
　　　７５≦Ｅｂ＋Ｅｔ≦１３５
を満たすことを特徴とする画像形成方法に関する。
（２）該トナーは、トナー粒子及び一次平均粒径７０～１５０ｎｍの微粒子を少なくとも
含有しており、該微粒子の含有量が、トナー１００質量部に対して０．５質量部以上であ
る（１）の画像形成方法。
（３）感光体上に形成されたトナー像を中間転写体上に一次転写し、該中間転写体上のト
ナー像を転写材上に二次転写し、二次転写後、クリーニング手段を中間転写体に当接させ
て中間転写体上に残存するトナーをクリーニングする画像形成方法に用いられる画像形成
装置であって、
　該クリーニング手段が、ファーブラシ又は帯電ローラであり、
　該中間転写体は、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｂ）が０．１０～１
．００μｍの範囲であり、下記式
　　　Ｅｂ＝（Ｓｂ－Ｉｂ）×１００／Ｓｂ
（式中、Ｉｂは荷重９．８×１０－５Ｎに対する中間転写体の塑性変位量（μｍ）を表す
。）
で表される弾性変形率（Ｅｂ）（％）が５０以上であり、
　該トナー像を形成するトナーは、円相当径２μｍ以上の粒子における平均円形度が０．
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９２０～０．９６０であり、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｔ）が０．
０６～０．２４μｍの範囲であり、下式
　　　Ｅｔ＝（Ｓｔ－Ｉｔ）×１００／Ｓｔ
（式中、Ｉｔは荷重９．８×１０－５Ｎに対するトナーの塑性変位量（μｍ）を表す。）
で表される弾性変形率（Ｅｔ）（％）が２５～６０であり、
　該中間転写体の弾性変形率と該トナーの弾性変形率とが、下記条件式
　　　７５≦Ｅｂ＋Ｅｔ≦１３５
を満たすことを特徴とする画像形成装置に関する。
（４）感光体上に形成されたトナー像を中間転写体上に一次転写し、該中間転写体上のト
ナー像を転写材上に二次転写し、二次転写後、クリーニング手段を中間転写体に当接させ
て中間転写体上に残存するトナーをクリーニングする画像形成方法に用いられるトナーで
あって、
　該クリーニング手段が、ファーブラシ又は帯電ローラであり、
　該中間転写体は、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｂ）が０．１０～１
．００μｍの範囲であり、下記式
　　　Ｅｂ＝（Ｓｂ－Ｉｂ）×１００／Ｓｂ
（式中、Ｉｂは荷重９．８×１０－５Ｎに対する中間転写体の塑性変位量（μｍ）を表す
。）
で表される弾性変形率（Ｅｂ）（％）が５０以上であり、
　該トナー像を形成するトナーは、円相当径２μｍ以上の粒子における平均円形度が０．
９２０～０．９６０であり、荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｔ）が０．
０６～０．２４μｍの範囲であり、下式
　　　Ｅｔ＝（Ｓｔ－Ｉｔ）×１００／Ｓｔ
（式中、Ｉｔは荷重９．８×１０－５Ｎに対するトナーの塑性変位量（μｍ）を表す。）
で表される弾性変形率（Ｅｔ）（％）が２５～６０であり、
　該中間転写体の弾性変形率と該トナーの弾性変形率とが、下記条件式
　　　７５≦Ｅｂ＋Ｅｔ≦１３５
を満たすことを特徴とするトナーに関する。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明では、高速の電子写真機器に使用される中間転写体、特に弾性中間転写ベルトを
有する画像形成装置において、転写効率、転写中抜けが良好であり、中間転写体の寿命を
縮めることなく、また、中間転写体上への融着の発生もなく、良好な中間転写体のクリー
ニングを達成できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明に関して詳細に説明する。
【００１８】
　本発明の課題は、転写効率、転写中抜けに優れた表面が弾性を有する中間転写体（弾性
中間転写体）のクリーニング性を改善することにある。特に、本発明は、芯金を有してい
ないために、高い圧力でクリーニング部材を当接させることが困難な、弾性中間転写ベル
トを使用する際に有効である。中間転写体のクリーニングとしては、ブレードクリーニン
グ、ファーブラシクリーニング、帯電ローラを用いる静電クリーニング、あるいは、それ
らの組み合わせ等のクリーニング装置がある。
【００１９】
　弾性中間転写体上のクリーニングをブレードクリーニングのごとき中間転写体に負荷を
与えてクリーニングする方法では弾性中間転写体に対するクリーニングブレードの接触負
荷が大きくすると、クリーニングブレードが強い摺擦力で当接し弾性中間転写体に対して
喰い込んでしまうため寿命を縮めてしまう。ゆえに弾性中間転写体のクリーニングには比
較的に中間転写体に対する負荷が小さいファーブラシクリーニング、静電クリーニング（
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帯電ローラ）、あるいは、それらの組み合わせが有効である。
【００２０】
　しかしこれらの方法では確かに画像出力速度の遅い電子写真機器においては非常に有効
であったが、特に高速で画像を出力する電子写真機器においてはクリーニング性が不十分
であったため、クリーニング不良が生じることがあった。
【００２１】
　まず本発明者らは、クリーニング性を向上させるためにファーブラシの硬度を上げる、
増毛する等を試みた。また帯電ローラと弾性中間転写ベルトの接触面積を広げ、弾性中間
転写ベルトと帯電ローラの摩擦性を向上させることを試みた。しかしながら、これらの方
法では弾性中間転写ベルトの寿命を縮めてしまう結果になった。
【００２２】
　そこで本発明者らは、トナーの物性自体を物理的にクリーニングし易い物性にすること
で有効にクリーニングできる方法を検討した。
【００２３】
　本発明者らは、クリーニング時にファーブラシや帯電ローラ等のクリーニング機構がト
ナーや弾性中間転写体に与えるような小さな負荷で、トナー及び弾性中間転写体がどれだ
け物理的な変形をするかを測定した。そして、上記の測定より、トナーと中間転写体の物
性の関係が特定の条件を満たす場合に上記課題を達成できることを見出した。
【００２４】
　本発明においてトナーの最大変位量（Ｓｔ）とは、特定の荷重に対してトナーが最大で
どれだけ変形するのかを示す量であり、塑性変位量（Ｉｔ）とは特定の荷重を加えられて
変形したトナーが、荷重を取り除いた時、その瞬間において、元に戻らずに変形している
量を示す値である。そして前記ＳｔとＩｔから算出される弾性変形率（Ｅｔ）は下記式
　　　Ｅｔ＝（Ｓｔ－Ｉｔ）×１００／Ｓｔ
で表される。
【００２５】
　同様に中間転写体の最大変位量（Ｓｂ）と塑性変位量（Ｉｂ）から算出される弾性変形
率（Ｅｂ）（％）は下記式
　　　Ｅｂ（％）＝（Ｓｂ－Ｉｂ）×１００／Ｓｂ
で表され、トナーと中間転写体の弾性変形率の和、つまり、Ｅｔ＋Ｅｂが７５～１３５％
の時に、ファーブラシクリーニングや帯電ローラ等のクリーニング機構を用いた場合に良
好なクリーニング性を発揮することができた。特に高速の電子写真機器に使用される場合
には、ファーブラシクリーニングが有効であった。
【００２６】
　Ｅｔ＋Ｅｂは、中間転写体上のトナーがファーブラシクリーニングのような弱い負荷に
対して中間転写体とトナー全体とでどのくらいの弾性を有するかということを表している
。Ｅｔ＋Ｅｂが７５％よりも小さくなると、ファーブラシのような弱い負荷に対してトナ
ーや中間転写体が変形しにくいため、転写残トナーの掻き取りが悪くなり、クリーニング
装置を通過しても中間転写体上の転写残トナーが多くなり、良質な画像が得られなくなる
。また、中間転写体に傷が発生しやすくなる。
【００２７】
　また、Ｅｔ＋Ｅｂが１３５％よりも大きくなると、今度はトナーや中間転写体の弾性が
高くなりすぎるため、中間転写体やトナーは大きく変形し、トナーや中間転写体に伝える
ブラシの負荷が不均一となってしまう。そのため、中間転写体上に一部のトナーが融着し
たり、あるいは掻き取られずに中間転写体上に残存したりしやすくなる。
【００２８】
　本発明では、トナーや中間転写体の最大変位量や弾性変形率が特定の値を有することに
もそれぞれ意味がある。
【００２９】
　本発明では、トナーの荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量（Ｓｔ）が０．０６
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～０．２４μｍであるが、より好ましくは０．０７～０．２２μｍである。Ｓｔが０．０
６μｍよりも小さくなると、感光体上に形成されたトナー画像が、中間転写体との当接部
を通過し転写されるときに、トナーの飛び散りやラインの潰れが発生して転写材上の画像
にガサツキ感が生じる。逆に０．２４μｍを超えると中間転写体への融着が発生する。
【００３０】
　また、荷重９．８×１０－５Ｎに対するトナーの弾性変形率は２５～６０％であるが、
好ましくは２７％～５５％である。トナーの弾性変形率が２５％よりも小さいと、感光体
と中間転写体の当接ニップ部を通過した時にトナーが潰れてしまい、感光体上に転写され
ないトナーが残ってしまうため、１次転写効率が悪くなってしまう。また、トナーの弾性
変形率が６０％を超えると、例えば表面の凹凸が大きい再生紙等を転写材として使用した
場合に凹凸の内部までトナーが入り込む前にトナーが変形してしまい、転写材にトナーが
食い込み難くなる。そのため中間転写体から転写材への転写つまり２次転写効率が悪くな
る。
【００３１】
　トナーの荷重９．８×１０－５Ｎに対する塑性変位量は、上記の関係を満たす値であれ
ば特に限定されないが、好ましい範囲としては、０．０５～０．２０μｍである。
【００３２】
　トナーの最大変位量はトナー中の結着樹脂の分子量や架橋密度に影響されるため、樹脂
の組成、架橋剤の添加、硬さを調整するような樹脂成分の添加、製造時の溶融混練工程で
の混練温度やシェアの掛け方等で調整することができる。例えば、架橋剤をトナー中に添
加することによって最大変位量は小さくなる。また低温で混練シェアを大きくすることで
トナーの結着樹脂成分の分子鎖を切断し、最大変位量を大きくすることが出来る。
【００３３】
　塑性変位量はトナー中の添加剤で調整できる。例えば、離型剤を添加することによって
塑性変位量を大きくすることができる。またフィラーとして働くような荷電制御剤を選ん
で添加することにより、塑性変位量を小さくすることができる。
【００３４】
　弾性変形率は最大変位量と塑性変位量から算出される値であるため、これらを調整する
ことで上記範囲に収めることができる。
【００３５】
　従来のトナーでは最大変位量が大きく、塑性変位量も大きくなる傾向にあったため、中
間転写体を使用する高速の電子写真機器において、中間転写体への融着や２次転写効率が
悪いという課題を有していた。
【００３６】
　中間転写体の荷重９．８×１０－５Ｎに対する最大変位量は０．１０～１．００μｍで
あるが、好ましくは０．１５～０．９０μｍである。０．１０μｍよりも小さいと当接部
通過時にトナーが押しつぶされてしまうため、一部のトナーが感光体に付着したまま転写
されないで残ってしまい、転写中抜けが発生しやすい。１．００μｍを超える場合は、非
常に軟らかい弾性層を中間転写体に用いらなければならないため、中間転写体の寿命が著
しく低下する。
【００３７】
　中間転写体の荷重９．８×１０－５Ｎに対する弾性変形率は５０％以上であるが、好ま
しくは５５～９０％である。５０％未満であると、中間転写体が当接部を通過時に変形し
た後、元に戻り難いため、感光体や転写材との当接時間が短くなってしまう。そのため１
次転写効率、２次転写効率共に悪くなる。
【００３８】
　中間転写体の荷重９．８×１０－５Ｎに対する塑性変位量については本発明においては
特に限定はされないが、好ましい範囲としては、０．０５～０．５０μｍである。ここで
議論される塑性変位量とは、特定の荷重を加えられて変形した中間転写体が、荷重を取り
除いた時、その瞬間において、元に戻らずに変形している量であり、荷重を取り除いた後
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、いつまでも変形が続いているということを意味しているものではない。
【００３９】
　中間転写体の最大変位量は中間転写体の弾性層に使用される樹脂やゴムの物性、あるい
は表層の厚さによって調整可能である。塑性変位量は弾性層の厚さや、添加剤の量によっ
て調整が可能である。また、弾性変形率は最大変位量と塑性変位量から算出される値であ
るため、これらを調整することで上記範囲に収めることができる。具体的な物性、製造方
法については後述する。
【００４０】
　本発明のトナーは、トナーに含まれる粒子のうち、円相当径が２μｍ以上の粒子の平均
円形度が０．９２０～０．９６０である。前記平均円形度は、トナー粒子の平均円形度を
実質的には表しており、より好ましくは０．９２５～０．９５５である。本発明のような
トナーや中間転写体の最大変位量や弾性変形率が上記範囲であり、さらにトナー粒子が特
定の範囲内で球形化されることによって現像性を損なうことなく、１次転写効率、２次転
写効率共に向上した。また外添剤による流動性付与の効果も大きくなった。
【００４１】
　トナーの平均円形度が０．９２０未満の場合は、外添剤による流動性付与の効果が小さ
くなるため、トナーの流動性が低下し、トナーの帯電量にバラツキが生じ、転写効率の低
下やガサツキ性の悪化が生じやすくなる。また、前記平均円形度が０．９６０よりも大き
い場合は、中間転写体のクリーニング性や中間転写体への融着性も悪化する。前記平均円
形度は、トナー粒子の球形化処理によって調整することが可能である。
【００４２】
　次に、本発明に用いられる結着樹脂について説明する。
【００４３】
　本発明で使用できる結着樹脂は、トナー用結着樹脂として公知の物が使用できるが、好
ましいのは（ａ）ポリエステル樹脂、（ｂ）ポリエステルユニットとビニル系重合体ユニ
ットを有しているハイブリッド樹脂、（ｃ）ハイブリッド樹脂とビニル系重合体との混合
物、（ｄ）ポリエステル樹脂とビニル系重合体との混合物、（ｅ）ハイブリッド樹脂とポ
リエステル樹脂との混合物、及び（ｆ）ポリエステル樹脂とハイブリッド樹脂とビニル系
重合体との混合物から選択される樹脂である。
【００４４】
　結着樹脂としてポリエステル樹脂を用いる場合は、多価アルコールと多価カルボン酸、
もしくは多価カルボン酸無水物、多価カルボン酸エステル等が原料モノマーとして使用で
きる。
【００４５】
　具体的には、例えば二価アルコール成分としては、ポリオキシプロピレン（２．２）－
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（３．３）－
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシエチレン（２．０）－２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（２．０）－ポ
リオキシエチレン（２．０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリ
オキシプロピレン（６）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン等のビスフ
ェノールＡのアルキレンオキシド付加物、エチレングリコール、ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコー
ル、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブテンジオール、１，
５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポ
リテトラメチレングリコール、ビスフェノールＡ、水素添加ビスフェノールＡ等が挙げら
れる。
【００４６】
　三価以上のアルコール成分としては、例えばソルビトール、１，２，３，６－ヘキサン
テトロール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、ト
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リペンタエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタントリオ
ール、グリセロール、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，４－ブタン
トリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、１，３，５－トリヒドロ
キシメチルベンゼン等が挙げられる。
【００４７】
　２価の酸成分としては、フタル酸、イソフタル酸及びテレフタル酸の如き芳香族ジカル
ボン酸類又はその無水物；琥珀酸、アジピン酸、セバシン酸及びアゼライン酸の如きアル
キルジカルボン酸類又はその無水物；炭素数６～１２のアルキル基で置換された琥珀酸も
しくはその無水物；フマル酸、マレイン酸及びシトラコン酸の如き不飽和ジカルボン酸類
又はその無水物；が挙げられる。
【００４８】
　また、架橋部位を有するポリエステル樹脂を形成するための３価以上の多価カルボン酸
成分としては、例えば、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，２，５－ベンゼント
リカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸、２，５，７－ナフタレントリカ
ルボン酸、１，２，４，５－ベンゼンテトラカルボン酸及び、これらの無水物やエステル
化合物等が挙げられる。
【００４９】
　それらの中でも、特に、下記一般式（イ）で代表されるビスフェノール誘導体をジオー
ル成分とし、二価以上のカルボン酸又はその酸無水物、又はその低級アルキルエステルと
からなるカルボン酸成分（例えば、フマル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フタル酸、
テレフタル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸等）を酸成分として、これらを縮重合し
たポリエステル樹脂が、カラートナーとして、良好な帯電特性を有するので好ましい。
【００５０】
【化１】

【００５１】
　本発明のトナーに含有される結着樹脂において、「ハイブリッド樹脂」とは、ビニル系
重合体ユニットとポリエステルユニットが化学的に結合された樹脂を意味する。具体的に
は、ポリエステルユニットと（メタ）アクリル酸エステルの如きカルボン酸エステル基を
有するモノマーを重合したビニル系重合体ユニットとがエステル交換反応によって形成す
る樹脂であり、好ましくはビニル系重合体ユニットを幹重合体、ポリエステルユニットを
枝重合体としたグラフト共重合体（あるいはブロック共重合体）である。なお、本発明に
おいて「ポリエステルユニット」とはポリエステルに由来する部分を示し、「ビニル系重
合体ユニット」とはビニル系重合体に由来する部分を示す。ポリエステルユニットを構成
するポリエステル系モノマーとしては、多価カルボン酸成分と多価アルコール成分が用い
られ、ビニル系重合体ユニットを構成するビニル系モノマーとしては、ビニル基を有する
モノマー成分が用いられる。
【００５２】
　ビニル系重合体ユニットを生成するためのビニル系モノマーとしては、スチレン；ｏ－
メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、α－メチルスチレン、ｐ－
フェニルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルス
チレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチル
スチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレ
ン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－クロルスチレン、３，４－ジクロルスチレン、ｍ－ニト
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ロスチレン、ｏ－ニトロスチレン、ｐ－ニトロスチレンの如きスチレン及びその誘導体；
エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレンの如きスチレン不飽和モノオレフィン類
；ブタジエン、イソプレンの如き不飽和ポリエン類；塩化ビニル、塩化ビニルデン、臭化
ビニル、フッ化ビニルの如きハロゲン化ビニル類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ベ
ンゾエ酸ビニルの如きビニルエステル類；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メ
タクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸
－ｎ－オクチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル、メタクリ
ル酸ステアリル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリ
ル酸ジエチルアミノエチルの如きα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル類；アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸－ｎ－ブチル、アクリ
ル酸イソブチル、アクリル酸－ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸－２－エ
チルヘキシル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸－２－クロルエチル、アクリル酸フェ
ニルの如きアクリル酸エステル類；ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニ
ルイソブチルエーテルの如きビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケ
トン、メチルイソプロペニルケトンの如きビニルケトン類；Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビ
ニルカルバゾール、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルピロリドンの如きＮ－ビニル化合
物；ビニルナフタリン類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルアミドの如
きアクリル酸もしくはメタクリル酸誘導体等が挙げられる。
【００５３】
　さらに、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、アルケニルコハク酸、フマル酸、メ
サコン酸の如き不飽和二塩基酸；マレイン酸無水物、シトラコン酸無水物、イタコン酸無
水物、アルケニルコハク酸無水物の如き不飽和二塩基酸無水物；マレイン酸メチルハーフ
エステル、マレイン酸エチルハーフエステル、マレイン酸ブチルハーフエステル、シトラ
コン酸メチルハーフエステル、シトラコン酸エチルハーフエステル、シトラコン酸ブチル
ハーフエステル、イタコン酸メチルハーフエステル、アルケニルコハク酸メチルハーフエ
ステル、フマル酸メチルハーフエステル、メサコン酸メチルハーフエステルの如き不飽和
二塩基酸のハーフエステル；ジメチルマレイン酸、ジメチルフマル酸の如き不飽和二塩基
酸エステル；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、ケイヒ酸の如きα，β－不飽和酸
；クロトン酸無水物、ケイヒ酸無水物の如きα，β－不飽和酸無水物、前記α，β－不飽
和酸と低級脂肪酸との無水物；アルケニルマロン酸、アルケニルグルタル酸、アルケニル
アジピン酸、これらの酸無水物及びこれらのモノエステルの如きカルボキシル基を有する
モノマーが挙げられる。
【００５４】
　さらに、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、
２－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどのアクリル酸またはメタクリル酸エステル類
；４－（１－ヒドロキシ－１－メチルブチル）スチレン、４－（１－ヒドロキシ－１－メ
チルヘキシル）スチレンの如きヒドロキシ基を有するモノマーが挙げられる。
【００５５】
　本発明のトナーにおいて、結着樹脂のビニル系重合体ユニットは、ビニル基を二個以上
有する架橋剤で架橋された架橋構造を有していてもよい。この場合に用いられる架橋剤に
は、芳香族ジビニル化合物として例えば、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレンが挙げ
られ；アルキル鎖で結ばれたジアクリレート化合物類として例えば、エチレングリコール
ジアクリレート、１，３－ブチレングリコールジアクリレート、１，４－ブタンジオール
ジアクリレート、１，５－ペンタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオール
ジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート及び以上の化合物のアクリレー
トをメタクリレートに代えたものが挙げられ；エーテル結合を含むアルキル鎖で結ばれた
ジアクリレート化合物類としては、例えば、ジエチレングリコールジアクリレート、トリ
エチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ポリエ
チレングリコール＃４００ジアクリレート、ポリエチレングリコール＃６００ジアクリレ
ート、ジプロピレングリコールジアクリレート及び以上の化合物のアクリレートをメタク
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リレートに代えたものが挙げられ；芳香族基及びエーテル結合を含む鎖で結ばれたジアク
リレート化合物類として例えば、ポリオキシエチレン（２）－２，２－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）プロパンジアクリレート、ポリオキシエチレン（４）－２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）プロパンジアクリレート及び以上の化合物のアクリレートをメタ
クリレートに代えたものが挙げられる。
【００５６】
　多官能の架橋剤としては、ペンタエリスリトールトリアクリレート、トリメチロールエ
タントリアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメ
タンテトラアクリレート、オリゴエステルアクリレート及び以上の化合物のアクリレート
をメタクリレートに代えたもの；トリアリルシアヌレート、トリアリルトリメリテートが
挙げられる。
【００５７】
　本発明ではビニル系重合体ユニット及びポリエステルユニットのいずれか一方又は両方
の中に、両樹脂ユニットの成分と反応し得るモノマー成分を含むことが好ましい。ポリエ
ステル樹脂ユニットを構成するモノマーのうちビニル系重合体ユニットの成分と反応し得
るものとしては、例えば、フタル酸、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸の如き不飽
和ジカルボン酸又はその無水物などが挙げられる。ビニル系重合体ユニットを構成するモ
ノマーのうちポリエステルユニットの成分と反応し得るものとしては、カルボキシル基又
はヒドロキシ基を有するものや、アクリル酸もしくはメタクリル酸エステル類が挙げられ
る。
【００５８】
　ビニル系重合体ユニットとポリエステルユニットの反応生成物を得る方法としては、先
に挙げたビニル系重合体ユニット及びポリエステルユニットのそれぞれと反応しうるモノ
マー成分を含むポリマーが存在しているところで、どちらか一方もしくは両方の樹脂の重
合反応を行うことにより得る方法が好ましい。
【００５９】
　本発明に用いられるビニル系重合体ユニットを製造する場合に用いられる重合開始剤と
しては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（４－メ
トキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（－２，４－ジメチル
バレロニトリル）、２，２’－アゾビス（－２メチルブチロニトリル）、ジメチル－２，
２’－アゾビスイソブチレート、１，１’－アゾビス（１－シクロヘキサンカルボニトリ
ル）、２－（カーバモイルアゾ）－イソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２，４，
４－トリメチルペンタン）、２－フェニルアゾ－２，４－ジメチル－４－メトキシバレロ
ニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチル－プロパン）、メチルエチルケトンパーオキ
サイド、アセチルアセトンパーオキサイド、シクロヘキサノンパーオキサイドの如きケト
ンパーオキサイド類、２，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、ｔ－ブチルハイド
ロパーオキサイド、クメンハイドロパーオキサイド、１，１，３，３－テトラメチルブチ
ルハイドロパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキ
サイド、ジ－クミルパーオキサイド、α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピ
ル）ベンゼン、イソブチルパーオキサイド、オクタノイルパーオキサイド、デカノイルパ
ーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、３，５，５－トリメチルヘキサノイルパーオ
キサイド、ベンゾイルパーオキサイド、ｍ－トリオイルパーオキサイド、ジ－イソプロピ
ルパーオキシジカーボネート、ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジ－
ｎ－プロピルパーオキシジカーボネート、ジ－２－エトキシエチルパーオキシカーボネー
ト、ジ－メトキシイソプロピルパーオキシジカーボネート、ジ（３－メチル－３－メトキ
シブチル）パーオキシカーボネート、アセチルシクロヘキシルスルホニルパーオキサイド
、ｔ－ブチルパーオキシアセテート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチル
パーオキシネオデカノエイト、ｔ－ブチルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブ
チルパーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエイト、ｔ－ブチルパーオキシ
イソプロピルカーボネート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシイソフタレート、ｔ－ブチルパー
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オキシアリルカーボネート、ｔ－アミルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、ジ－ｔ－
ブチルパーオキシヘキサハイドロテレフタレート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシアゼレート
が挙げられる。
【００６０】
　本発明のトナーに用いられるハイブリッド樹脂を調製できる製造方法としては、例えば
、以下の（１）～（５）に示す製造方法を挙げることができる。
【００６１】
　（１）ビニル系重合体とポリエステル樹脂を別々に製造後、少量の有機溶剤に溶解・膨
潤させ、エステル化触媒及びアルコールを添加し、加熱することによりエステル交換反応
を行って、ハイブリッド樹脂を合成する方法。
【００６２】
　（２）ビニル系重合体製造後に、これの存在下にポリエステルユニット及びハイブリッ
ド樹脂成分を製造する方法である。ハイブリッド樹脂成分はビニル系重合体ユニット（必
要に応じてビニル系モノマーも添加できる）とポリエステルモノマー（多価アルコール、
多価カルボン酸）との反応、及び前記ユニット及びモノマーと必要に応じて添加されるポ
リエステルとの反応により製造される。この場合も適宜、有機溶剤を使用することができ
る。
【００６３】
　（３）ポリエステル樹脂製造後に、これの存在下にビニル系重合体ユニット及びハイブ
リッド樹脂成分を製造する方法である。ハイブリッド樹脂成分はポリエステルユニット（
必要に応じてポリエステルモノマーも添加できる）とビニル系モノマーとの反応、及び前
記ユニット及びモノマーと必要に応じて添加されるビニル系重合体ユニットとの反応によ
り製造される。この場合も適宜、有機溶剤を使用することができる。
【００６４】
　（４）ビニル系重合体及びポリエステル樹脂製造後に、これらの重合体ユニット存在下
にビニル系モノマー及びポリエステルモノマー（多価アルコール、多価カルボン酸）のい
ずれか一方又は両方を添加し、添加したモノマーに応じた条件の重合反応を行うことによ
り、ハイブリッド樹脂成分を製造することができる。この場合も適宜、有機溶剤を使用す
ることができる。
【００６５】
　（５）ビニル系モノマー及びポリエステルモノマー（多価アルコール、多価カルボン酸
等）を混合して付加重合及び縮重合反応を連続して行うことによりビニル系重合体ユニッ
ト、ポリエステルユニット及びハイブリッド樹脂成分が製造される。さらに、適宜、有機
溶剤を使用することができる。
【００６６】
　上記（１）乃至（５）の製造方法において、ビニル系重合体ユニット及びポリエステル
ユニットには、分子量や架橋度の異なる複数種の重合体ユニットを使用することができる
。なお、本発明におけるビニル系重合体又はビニル系重合体ユニットとは、ビニル系単重
合体若しくはビニル系共重合体又はビニル系単重合体ユニット若しくはビニル系共重合体
ユニットを意味するものである。
【００６７】
　詳細な製造方法については言及しないが、本発明ではトナーの最大変位量（Ｓｔ）と結
着樹脂の組成や分子量は関係するため、モノマー組成や触媒、反応条件の選択が重要であ
る。
【００６８】
　本発明で使用される着色剤として、黒色着色剤としては、カーボンブラック、或いは、
磁性体を用いても良く、イエロー着色剤、マゼンタ着色剤及びシアン着色剤を用い黒色に
調色したものを利用しても良い。
【００６９】
　本発明のトナーをカラートナーとして用いる場合の着色剤としては、公知の染料及び顔
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料使用することができる。
【００７０】
　マゼンタトナー用着色顔料としてはＣ．Ｉ．ピグメントレッド１、２、３、４、５、６
、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、１９、２１、
２２、２３、３０、３１、３２、３７、３８、３９、４０、４１、４８、４９、５０、５
１、５２、５３、５４、５５、５７、５８、６０、６３、６４、６８、８１、８３、８７
、８８、８９、９０、１１２、１１４、１２２、１２３、１６３、２０２、２０６、２０
７、２０９、２３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９などが挙げられる。
【００７１】
　着色剤には、顔料を単独で使用してもかまわないが、染料と顔料とを併用してその鮮明
度を向上させた方がフルカラー画像の画質の点からより好ましい。
【００７２】
　マゼンタトナー用染料としては、Ｃ．Ｉソルベントレッド１、３、８、２３、２４、２
５、２７、３０、４９、８１、８２、８３、８４、１００、１０９、１２１；Ｃ．Ｉ．デ
ィスパースレッド９；Ｃ．Ｉ．ソルベントバイオレット８、１３、１４、２１、２７；Ｃ
．Ｉ．ディスパーバイオレット１の如き油溶染料、Ｃ．Ｉ．ベーシックレッド１、２、９
、１２、１３、１４、１５、１７、１８、２２、２３、２４、２７、２９、３２、３４、
３５、３６、３７、３８、３９、４０；Ｃ．Ｉ．ベーシックバイオレット１、３、７、１
０、１４、１５、２１、２５、２６、２７、２８などの塩基性染料が挙げられる。
【００７３】
　シアントナー用着色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２、３、１５：３、１５
：４、１６、１７；Ｃ．Ｉ．バットブルー６；Ｃ．Ｉ．アシッドブルー４５、及び下記式
で示される構造を有するフタロシアニン骨格にフタルイミドメチル基を１～５個置換した
銅フタロシアニン顔料などが挙げられる。
【００７４】
【化２】

〔式中、ｎは１～５の整数を示す。〕
【００７５】
　イエロー用着色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、２、３、４、５、６、
７、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、２３、６２、６５、７３、７４
、８３、９３、９４、９５、９７、１０９、１１０、１１１、１２０、１２７、１２８、
１２９、１４７、１５１、１５４、１５５、１６８、１７４、１７５、１７６、１８０、
１８１、１８５などが挙げられる。
【００７６】
　イエロー用着色染料としては、Ｃ．Ｉ．ソルベントイエロー１６２等があり、顔料と染
料を併用することも好ましい。
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【００７７】
　着色剤の使用量は、結着樹脂１００質量部に対して好ましくは０．１～１５質量部であ
り、より好ましくは０．５～１２質量部であり、最も好ましくは０．６～１０質量部であ
る。
【００７８】
　本発明では、離型剤を添加することも可能である。離型剤は一般にはオイルレス定着機
構を有する電子写真機器においても優れた定着性を発揮するトナーを提供するために添加
されるが、本発明ではトナーの塑性変形量や弾性変形率を調整するための材料としても好
ましく用いることが出来る。
【００７９】
　離型剤は市販の物が使用できるが、一例としては、次のものが挙げられる。低分子量ポ
リエチレン、低分子量ポリプロピレン、低分子量アルキレン共重合体、マイクロクリスタ
リンワックス、パラフィンワックス、フィッシャートロプシュワックスなどの脂肪族炭化
水素系ワックス、また酸化ポリエチレンワックスなどの脂肪族炭化水素系ワックスの酸化
物、またはそれらのブロック共重合物；ベヘン酸ベヘニル、ステアリン酸ステアリルなど
のエステルワックス、カルナバワックス、モンタン酸エステルワックスなどの脂肪酸エス
テルを主成分とするワックス類及び脱酸カルナバワックスなどの脂肪酸エステル類を一部
または全部を脱酸化したものなどが挙げられる。さらに、パルミチン酸、ステアリン酸、
モンタン酸などの飽和直鎖脂肪酸類；ブラシジン酸、エレオステアリン酸、バリナリン酸
などの不飽和脂肪酸類；ステアリルアルコール、アラルキルアルコール、ベヘニルアルコ
ール、カルナウビルアルコール、セリルアルコール、メリシルアルコールなどの飽和アル
コール類；ソルビトールなどの多価アルコール類；リノール酸アミド、オレイン酸アミド
、ラウリン酸アミドなどの脂肪酸アミド類；メチレンビスステアリン酸アミド、エチレン
ビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、ヘキサメチレンビスステアリン
酸アミドなどの飽和脂肪酸ビスアミド類；エチレンビスオレイン酸アミド、ヘキサメチレ
ンビスオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ’ジオレイルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ’ジオレイルセ
バシン酸アミドなどの不飽和脂肪酸アミド類；ｍ－キシレンビスステアリン酸アミド、Ｎ
，Ｎ’ジステアリルイソフタル酸アミドなどの芳香族系ビスアミド類；ステアリン酸カル
シウム、ラウリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムなどの脂
肪族金属塩（一般に金属石けんといわれているもの）；脂肪族炭化水素系ワックスにスチ
レンやアクリル酸などのビニル系モノマーを用いてグラフト化させたワックス類；ベヘニ
ン酸モノグリセリドなどの脂肪酸と多価アルコールの部分エステル化物；植物性油脂の水
素添加などによって得られるヒドロキシル基を有するメチルエステル化合物などが挙げら
れる。
【００８０】
　本発明において特に好ましく用いられる離型剤としては、脂肪族炭化水素系ワックスが
挙げられる。例えば、アルキレンを高圧下でラジカル重合あるいは低圧下でチーグラー触
媒、メタロセン触媒で重合した低分子量のポリアルキレンワックス、パラフィンワックス
、石炭又は天然ガスから合成されるフィッシャートロプシュワックス、高分子量のアルキ
レンポリマーを熱分解して得られるアルキレンポリマー、一酸化炭素及び水素を含む合成
ガスからアーゲ法により得られる炭化水素の蒸留残分から、あるいはこれらを水素添加し
て得られる合成炭化水素ワックスがよい。さらにプレス発汗法、溶剤法、真空蒸留の利用
や分別結晶方式により炭化水素ワックスの分別を行ったものが、より好ましく用いられる
。母体としての炭化水素は、金属酸化物系触媒（多くは２種以上の多元系）を使用した一
酸化炭素と水素の反応によって合成されるもの［例えばジントール法、ヒドロコール法（
流動触媒床を使用）によって合成された炭化水素化合物］；ワックス状炭化水素が多く得
られるアーゲ法（同定触媒床を使用）により得られる炭素数が数百ぐらいまでの炭化水素
；エチレンなどのアルキレンをチーグラー触媒により重合した炭化水素；パラフィンワッ
クスが、分岐が少なくて小さく、飽和の長い直鎖状炭化水素であるので好ましい。特にア
ルキレンの重合によらない方法により合成されたワックスがその分子量分布からも好まし
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いものである。
【００８１】
　本発明においてトナーに荷電制御剤を使用することで、帯電量を調整することも出来る
。荷電制御剤は公知のものが利用できるが、特に、無色でトナーの帯電スピードが速く且
つ一定の帯電量を安定して維持できる芳香族カルボン酸の金属化合物が好ましい。さらに
芳香族カルボン酸の金属化合物は、トナーの架橋を向上させ、フィラーとして作用する効
果もあり、本発明のようにトナーの塑性変位量や弾性変形率を調整する上で非常に有効で
ある。中でも芳香族オキシカルボン酸のアルミニウム錯体が荷電制御剤としても架橋性向
上剤としても特に好ましい。
【００８２】
　ネガ系荷電制御剤としては、サリチル酸金属化合物、ナフトエ酸金属化合物、ダイカル
ボン酸金属化合物、スルホン酸又はカルボン酸を側鎖に持つ高分子型化合物、ホウ素化合
物、尿素化合物、ケイ素化合物、カリックスアレーン等が利用できる。ポジ系荷電制御剤
としては、四級アンモニウム塩、前記四級アンモニウム塩を側鎖に有する高分子型化合物
、グアニジン化合物、イミダゾール化合物等が利用できる。荷電制御剤はトナー粒子に対
して内添しても良いし外添しても良い。荷電制御剤の添加量は結着樹脂１００質量部に対
し総量で０．２～１０質量部が好ましい。
【００８３】
　次にトナー粒子に添加して用いることのできる一次平均粒径７０～１５０ｎｍの微粒子
について説明する。該微粒子の含有量は、トナー粒子１００質量部に対して０．５乃至４
．０質量部であることが好ましい。また、より好ましくは、微粒子の一次平均粒径が９０
～１４０ｎｍであり、含有量が０．８～２．０質量部である。一次平均粒径７０～１５０
ｎｍの微粒子は、通常、転写助剤として転写効率を向上させるために添加されるが、本発
明では更に弾性中間転写ベルトをファーブラシでクリーニングする構成においてクリーニ
ング性を向上させる働きがあることも見出した。一次平均粒径が７０ｎｍよりも小さいと
転写性向上への寄与が小さくなるだけでなく、中間転写ベルトのクリーニング性を十分に
向上させることが困難となる。逆に、一次平均粒径が１５０ｎｍよりも大きくなると中間
転写体への融着や傷の発生が若干悪くなる傾向にあった。また、添加量が０．５質量部よ
りも少ないと転写性や弾性中間転写ベルトのクリーニング性向上の効果があまり得られな
い。
【００８４】
　また、該微粒子としては、球状のシリカを用いることが好ましい。これは７０～１５０
ｎｍのシリカがクリーニングされ難いトナーを吸着してファーブラシで回収され易くする
働きがあると共に、弾性中間転写ベルトに融着に近い状態で付着しているトナーに対して
研磨剤として働くからである。特には、アルコキシシランを水が存在する有機溶媒中にお
いて、触媒により加水分解、縮合反応させて得られるシリカゾル懸濁液から、溶媒を除去
し、乾燥して、粒子化する、所謂、ゾルゲル法により製造された一次平均粒径７０～１５
０ｎｍの球状シリカが好ましい。
【００８５】
　なお、Ｅｔ＋Ｅｂが７５％未満の時に７０～１５０ｎｍの微粒子を使用すると、７０～
１５０ｎｍのシリカ自身がファーブラシやに回収され難くなった。また、１３５％よりも
大きい時は７０～１５０ｎｍの微粒子が核となって弾性中間転写ベルト上にトナーの融着
物が発生し易くなった。
【００８６】
　また、本発明のトナーは、上記一次平均粒径７０～１５０ｎｍの微粒子とは別に、流動
性向上剤が外添されていることが、画質向上の観点から好ましい。
【００８７】
　流動性向上剤としては、シリカ微粉体，酸化チタン，酸化アルミニウム等の無機微粉体
が好ましく、更には、シランカップリング剤，シリコーンオイル又はそれらの混合物の如
き疎水化剤で疎水化されていることがより好ましい。
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【００８８】
　流動性向上剤は、通常、トナー粒子１００質量部に対して０．５～５質量部使用される
。
【００８９】
　本発明における流動性向上剤は酸化チタンとシリカを併用することが好ましいが、特に
好ましい酸化チタンとシリカを以下に示す。
【００９０】
　酸化チタンとしては、シラン化合物又はカップリング剤及び／又はシリコーンオイル又
はシリコーンワニスによって表面処理された、楕円球形状のルチル型疎水性酸化チタン微
粒子で、トナー表面上の一次平均粒径が８～１００ｎｍ、長軸径／短軸径の比が１．１～
５．０であれば更に好ましい。
【００９１】
　流動性向上剤としてのシリカは一次平均粒径が５～６０ｎｍで、シラン化合物又はカッ
プリング剤及び／又はシリコーンオイル又はシリコーンワニスによって表面処理されてい
ることが好ましいが、特にシリコーンオイル処理されていることが好ましい。
【００９２】
　本発明のトナーでは、従来のトナーに比べて若干ではあるが、弾性変形率が高くなって
いる。そのため、流動性向上剤がトナーに埋め込まれ易くなる懸念があったが、楕円球形
状のルチル型が、埋め込みに対して有利に働き、しかも適度な埋め込まれ具合で従来のト
ナーよりも耐久性が向上する働きがある。また、シリコーンオイル処理されたシリカ及び
酸化チタンは、転写中抜けの防止だけでなく、上記一次平均粒径７０～１５０ｎｍの微粒
子と同様にクリーニングされにくいトナーを吸着させる働きと、吸着したトナーが弾性中
間転写ベルトからはがれ易くする働きも有している。
【００９３】
　次に本発明で使用される磁性キャリアについて説明する。
【００９４】
　本発明のトナーを二成分系現像剤に用いる場合は、トナーは磁性キャリアと混合して使
用される。磁性キャリアとしては、例えば表面酸化又は未酸化の鉄、ニッケル、銅、亜鉛
、コバルト、マンガン、クロム、希土類の如き金属粒子、それらの合金粒子、酸化物粒子
及びフェライト等が使用できる。
【００９５】
　上記磁性キャリア粒子の表面を樹脂で被覆した被覆キャリアは、現像スリーブに交流バ
イアスを印加する現像法において特に好ましい。被覆方法としては、樹脂の如き被覆材を
溶剤中に溶解もしくは懸濁せしめて調製した塗布液を磁性キャリア粒子表面に付着せしめ
る方法、磁性キャリア粒子と被覆材とを粉体の状態で混合する方法等、従来公知の方法が
適用できる。
【００９６】
　磁性キャリア粒子の表面への被覆材料としては、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂、
スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリアミド、ポリビニルブチラール、アミノアクリレ
ート樹脂が挙げられる。これらは、単独或いは複数で用いられる。
【００９７】
　上記被覆材料の処理量は、磁性キャリア粒子に対し０．１～３０質量％（好ましくは０
．５～２０質量％）が好ましい。磁性キャリアの個数平均粒径は１０～１００μｍである
ことが好ましく、２０～７０μｍであることがより好ましい。
【００９８】
　本発明のトナーと磁性キャリアとを混合して二成分系現像剤を調製する場合、その混合
比率は現像剤中のトナー濃度として２～１５質量％にすると通常良好な結果が得られ、よ
り好ましくは４～１３質量％である。
【００９９】
　本発明のトナーは、トナー粒子の形状を球形に近づける特定の処理装置を用いることに
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よって、円形度を調整することが可能である。このようなトナー粒子の形状の処理を行え
ば高い転写性が得られる。
【０１００】
　トナー粒子を球形化する装置としては、例えば、粒子表面を熱溶融させて球形化させる
サーフュージョン（日本ニューマチック社製）、熱風式球形化装置（ホソカワミクロン社
製）等の熱処理装置等が挙げられる。或いは機械的衝撃処理によって粒子表面を球形化す
るハイブリダイザー（奈良機械社製）やターボミル（ターボ工業社製）、クリプトロン（
川崎重工社製）、メカノフュージョンシステム（ホソカワミクロン社製）等が挙げられる
。
【０１０１】
　また、離型剤のトナー粒子表面へのしみ出しに関しても配慮して球形化処理を行うこと
が好ましく、このような処理が可能な装置としては、以下のような装置が挙げられる。
【０１０２】
　図１は、好適に使用することのできる表面改質装置の一例である。
【０１０３】
　図１に示す表面改質装置では、ケーシング１５と、冷却水或いは不凍液を通水できるジ
ャケット（図示しない）と、所定の粒径よりも大きい粒子と所定の粒径以下の微粒子とを
分ける分級手段である分級ロータ１と、粒子に機械的な衝撃を与えて前記粒子の表面を処
理する表面処理手段である分散ロータ６と、分散ロータ６の外周に対して所定の間隔を有
して周設されるライナ４と、分級ロータ１で分けられた粒子のうちの所定の粒径より大き
い粒子を分散ロータ６に案内する案内手段であるガイドリング９と、分級ロータ１で分け
られた粒子のうちの所定の粒径以下の微粒子を装置の外に排出する排出手段である微粉回
収用排出口２と、分散ロータ６で表面を処理された粒子を分級ロータ１に送る粒子循環手
段である冷風を系内に導入する冷風導入口５と、被処理粒子をケーシング１５内に導入す
るための原料供給口３と、表面を処理された粒子をケーシング１５内から排出するための
開閉自在な粉体排出口７及び排出弁８とを有する。
【０１０４】
　分級ロータ１は、円筒状のロータであり、ケーシング１５内の一端面側に設けられてい
る。微粉回収用排出口２は、分級ロータ１の内側の粒子を排出するように、ケーシング１
５の一端部に設けられている。原料供給口３は、ケーシング１５の周面の中央部に設けら
れている。冷風導入口５は、ケーシング１５の周面の他端面側に設けられている。粉体排
出口７は、ケーシング１５の周面で原料供給口３に対向する位置に設けられている。排出
弁８は、粉体排出口７を自在に開閉する弁である。
【０１０５】
　冷風導入口５と、原料供給口３及び粉体排出口７との間には、分散ロータ６及びライナ
４が設けられている。ライナ４は、ケーシング１５の内周面に沿って周設されている。分
散ロータ６は、図２に示すように、円盤と、この円盤の周縁に、円盤の法線に沿って配置
される複数の角型ディスク１０とを有する。分散ロータ６は、ケーシング１５の他端面側
に設けられており、かつライナ４と角型ディスク１０との間に所定の間隔が形成される位
置に設けられている。ケーシング１５の中央部にはガイドリング９が設けられている。ガ
イドリング９は、円筒体であり、分級ロータ１の外周面の一部に被さる位置から、かつ分
級ロータ６の近傍まで延出するように設けられている。ガイドリング９は、ケーシング１
５内に、ガイドリング９の外周面とケーシング１５の内周面とに挟まれた空間である第一
の空間１１と、ガイドリング９の内側の空間である第二の空間１２とを形成する。
【０１０６】
　なお、分散ロータ６は、角型ディスク１０の代わりに円柱状のピンを有していても良い
。ライナ４は、本実施の形態では角型ディスク１０に対向する表面に多数の溝が設けられ
ているものとするが、表面に溝を有さないものであっても良い。また、分級ロータ１の設
置方向は、図１に示したように縦型でも構わないし、横型でも構わない。また、分級ロー
タ１の個数は、図１に示したように単体でも構わないし、複数でも構わない。
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【０１０７】
　以上のように構成してなる表面改質装置では、排出弁８を閉とした状態で原料供給口３
から微粉砕品を一定量投入すると、投入された微粉砕品は、まずブロワー（図示しない）
により吸引され、分級ロータ１で分級される。その際、分級された所定粒径以下の微粉は
、分級ロータ１の周面を通過して分級ロータ１の内側に導かれ、装置外へ連続的に排出除
去される。所定粒径以上の粗粉は、遠心力によりガイドリング９の内周（第二の空間１２
）に沿いながら分散ロータ６により発生する循環流にのり、角型ディスク１０とライナ４
との隙間（以下、「表面改質ゾーン」とも言う）へ導かれる。表面改質ゾーンに導かれた
粉体は、分散ロータ６とライナ４との間で機械式衝撃力を受け、表面改質処理される。表
面改質された表面改質粒子は、機内を通過する冷風にのって、ガイドリング９の外周（第
一の空間１１）に沿いながら分級ロータ１に運ばれ、分級ロータ１により、さらに微粉は
機外へ排出され、粗粉は、循環流にのり、再度第二の空間１２に戻され、表面改質ゾーン
で繰り返し表面改質作用を受ける。このように、図１の表面改質装置では、分級ロータ１
による粒子の分級と、分散ロータ６による粒子の表面の処理とが繰り返される。一定時間
経過後、排出弁８を開とし、排出口７より表面改質粒子を回収する。
【０１０８】
　このような装置では、熱による離型剤のしみ出しはほとんど無く、前述した公知の機械
的衝撃力を与えるシステムに比べ、新しい表面が出ることによるトナー粒子の表面への離
型剤のしみ出しも生じ難く、トナー粒子の球形化と離型剤のしみ出しの調整を容易に行う
ことができ、非常に好ましい。
【０１０９】
　本発明の画像形成装置の構成を満たす装置の一例を図３に示す。
【０１１０】
　本画像形成装置は、像担持体及び像担持体上にトナー像を形成するための帯電、露光、
現像を行う各手段を含む画像形成部を複数並置し、第２の像担持体としての中間転写体上
に複数の像担持体上にて形成される各色のトナー像を多重転写し、その後第２の像担持体
としての中間転写体上に多重転写されたトナー像を記録材上に一括転写する、中間転写体
上多重転写系のタンデム式電子写真画像形成装置である。
【０１１１】
　図３に示すように、本実施例の画像形成装置は、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラッ
クの各色の画像を形成する各画像形成部Ｐａ、Ｐｂ、Ｐｃ、Ｐｄを備えており、各画像形
成部では、１次帯電手段２ａ～２ｄ、露光手段６、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラッ
クの各色の現像装置３Ｙ、３Ｍ、３Ｃ、３Ｂｋを用いて、各感光ドラム１ａ、１ｂ、１ｃ
、１ｄ上に各色のトナー像を形成する。
【０１１２】
　また、本装置においては、第２の像担持体であるベルト状の中間転写体、即ち、中間転
写ベルト８ｃが、各感光ドラム１ａ～１ｄ上から多重転写されて形成されたトナー像を担
持して、このトナー像を記録材Ｐ上に一括転写する２次転写部位まで搬送する。中間転写
ベルト８ｃは、中間転写ベルト駆動ローラ４３、テンションローラ４１、及び２次転写対
向部材としての２次転写対向ローラ４２に巻架され、図３中の矢印Ｗ方向に回転する。
【０１１３】
　各感光ドラム１ａ～１ｄは、中間転写ベルト８ｃを介してそれぞれ転写帯電手段として
の１次転写帯電ローラ４０ａ、４０ｂ、４０ｃ、４０ｄと対向している。
【０１１４】
　画像形成動作が開始すると、中間転写ベルト８ｃが矢印Ｗ方向に回転して、各感光ドラ
ム１ａ～１ｄ上に形成した各色のトナー像は、転写部Ｎ２にて、各１次転写帯電ローラ４
０ａ～４０ｄの作用によって順次重ねて中間転写ベルト８ｃ上に静電的に転写される。そ
の後、転写されずに感光体上に残存したトナーは、クリーニング手段４ａ～４ｄによって
除去される。
【０１１５】
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　尚、本実施例によると、それぞれの転写帯電ローラ４０ａ～４０ｄは、中間転写ベルト
８ｃ上の画像形成領域より広い範囲に亙って電荷を供給して、それぞれの感光ドラム１ａ
～１ｄから中間転写ベルト８ｃ上にトナー像を転写する。
【０１１６】
　一方、記録材収容カセット２１内に収容される記録材Ｐは、記録材供給ローラ２２によ
って画像形成装置内に送り出され、レジストローラ７に挟持される。その後、中間転写ル
ト８ｃ上に多重転写されたトナー像の先端が、２次転写帯電手段としての２次転写帯電ロ
ーラ４５と２次転写対向部材である２次転写対向ローラ４２とが対向し、当接している２
次転写部に進入するのに同期するように２次転写部に送り出され、２次転写帯電ローラ４
５の作用によって、中間転写ベルト８ｃ上のトナー像は記録材Ｐ上に一括転写される。
【０１１７】
　その後、未定着のトナー像を担持した記録材Ｐは、定着ローラ５１及び加圧ローラ５２
を有する定着装置５まで搬送され、加熱、加圧されることによって、未定着トナー像は記
録材Ｐ上に定着し、画像が形成する。また、記録材Ｐ上にトナー像を２次転写した後の中
間転写ベルト８ｃ上に残留したトナーなどは、除電器１７、１８によって除電して静電吸
着力を取り除いた後、クリーニング手段を有する中間転写ベルトクリーナ４６によって除
去される。
【０１１８】
　次に、本発明で使用される中間転写ベルトについて説明する。
【０１１９】
　中間転写ベルトに使用される材料には、従来からフッ素系樹脂、ポリカーボネート樹脂
、ポリイミド樹脂等からなるものが使用されてきていたが、近年、ベルトの全層や、ベル
トの一部を弾性部材にした弾性ベルトが使用されてきている。
【０１２０】
　中間転写体として弾性の小さいベルトを用いたカラー画像の転写には以下の課題がある
。カラー画像は通常４色の着色トナーで形成される。１枚のカラー画像には、１層から４
層までのトナー層が形成されるため、トナー層が厚くなり、１次転写（感光体から中間転
写ベルトへの転写）や、２次転写（中間転写ベルトからシートへの転写）を通過する際に
高い圧力を受けやすく、トナー同士の凝集力が高くなりやすい。例えば、図５（ａ）のよ
うな文字をカラー出力しようとした場合、トナー同士の凝集力が高くなり、図５（ｂ）の
ような文字の端部付近あるいはラインの端部付近のトナーが転写されずに出力されてしま
う、いわゆる中抜けという現象や、ベタ部画像のエッジ抜けの現象が発生しやすくなる。
弾性の小さいベルトはトナー層に応じて変形しないため、トナー層を圧縮させやすく、感
光体との付着力が大きくなるため、文字の中抜け現象が発生しやすくなる。また、最近は
フルカラー画像を様々な用紙、例えば和紙や意図的に凹凸を付けや用紙に形成したいとい
う要求が高くなってきている。しかし、平滑性の悪い用紙は転写時にトナーと空隙が発生
しやすく、転写抜けが発生しやすくなる。密着性を高めるために２次転写部の転写圧を高
めると、トナー層の凝縮力を高めることになり、上述したような文字の中抜けを発生させ
ることになる。
【０１２１】
　そのため近年中間転写ベルトとしては、弾性層を有する中間転写ベルトが注目されてい
る。弾性中間転写ベルトは次の狙いで使用される。弾性中間転写ベルトは、硬度が低いた
め、転写部でトナー層、平滑性の悪い用紙に対応して変形する。つまり、局部的な凹凸に
追従して弾性中間転写ベルトは変形するため、過度にトナー層に対して転写圧を高めるこ
となく、良好な密着性が得られ、文字の中抜けの無い、平面性の悪い用紙に対しても均一
性の優れた転写画像を得ることができる。
【０１２２】
　本発明において使用する弾性中間転写ベルトは、全層又は一部の層が弾性を有する材料
から構成されるものである。このような弾性を有する材料としては、弾性を有する樹脂、
弾性材ゴム、エラストマー等が挙げられる。弾性材料からなる弾性層の上に表層（コート
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層）を設けてもよいし、弾性層の下に基材層を設けてもよい。
【０１２３】
　弾性ベルトの弾性層に使用できる樹脂としては、ポリカーボネート、フッ素系樹脂（Ｅ
ＴＦＥ、ＰＶＤＦ）、ポリスチレン、クロロポリスチレン、ポリ－α－メチルスチレン、
スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－塩化ビニル共重合体、スチレン－酢酸ビニル
共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－アクリル酸エステル共重合体（ス
チレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－
アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体及びスチレン－アク
リル酸フェニル共重合体等）、スチレン－メタクリル酸エステル共重合体（スチレン－メ
タクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタク
リル酸フェニル共重合体等）、スチレン－α－クロルアクリル酸メチル共重合体、スチレ
ン－アクリロニトリル－アクリル酸エステル共重合体等のスチレン系樹脂（スチレン又は
スチレン置換体を含む単重合体又は共重合体）、メタクリル酸メチル樹脂、メタクリル酸
ブチル樹脂、アクリル酸エチル樹脂、アクリル酸ブチル樹脂、変性アクリル樹脂（シリコ
ーン変性アクリル樹脂、塩化ビニル樹脂変性アクリル樹脂、アクリル－ウレタン樹脂等）
、塩化ビニル樹脂、スチレン－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、
ロジン変性マレイン酸樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエ
ステルポリウレタン樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブタジエン、ポリ塩化ビ
ニリデン、アイオノマー樹脂、ポリウレタン樹脂、シリコーン樹脂、ケトン樹脂、エチレ
ン－エチルアクリレート共重合体、キシレン樹脂及びポリビニルブチラール樹脂、ポリア
ミド樹脂、変性ポリフェニレンオキサイド樹脂等からなる群より選ばれる１種類あるいは
２種類以上を使用することができる。ただし、上記材料に限定されるものではないことは
当然である。
【０１２４】
　弾性材ゴム、エラストマーとしては、ブチルゴム、フッ素系ゴム、アクリルゴム、ＥＰ
ＤＭ、ＮＢＲ、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレンゴム天然ゴム、イソプレンゴム
、スチレン－ブタジエンゴム、ブタジエンゴム、エチレン－プロピレンゴム、エチレン－
プロピレンターポリマー、クロロプレンゴム、クロロスルホン化ポリエチレン、塩素化ポ
リエチレン、ウレタンゴム、シンジオタクチック１、２－ポリブタジエン、エピクロロヒ
ドリン系ゴム、リコーンゴム、フッ素ゴム、多硫化ゴム、ポリノルボルネンゴム、水素化
ニトリルゴム、熱可塑性エラストマー（例えばポリスチレン系、ポリオレフィン系、ポリ
塩化ビニル系、ポリウレタン系、ポリアミド系、ポリウレア、ポリエステル系、フッ素樹
脂系）等からなる群より選ばれる１種類あるいは２種類以上を使用することができる。た
だし、上記材料に限定されるものではないことは当然である。
【０１２５】
　弾性中間転写ベルトには抵抗値調節用導電剤を含有させることができる。抵抗値調節用
導電剤に特に制限はないが、例えば、カーボンブラック、グラファイト、アルミニウムや
ニッケル等の金属粉末、酸化錫、酸化チタン、酸化アンチモン、酸化インジウム、チタン
酸カリウム、酸化アンチモン－酸化錫複合酸化物（ＡＴＯ）、酸化インジウム－酸化錫複
合酸化物（ＩＴＯ）等の導電性金属酸化物等が使用できる。導電性金属酸化物は、硫酸バ
リウム、ケイ酸マグネシウム、炭酸カルシウム等の絶縁性微粒子を被覆したものでもよい
。
【０１２６】
　弾性中間転写ベルトには、離型性向上のために表層（コート層）を設けることができる
。表層材料に制限はないが、転写中間転写ベルト表面へのトナーの付着力を小さくして２
次転写性を高めるものが好ましい。例えば、ポリウレタン、ポリエステル、エポキシ樹脂
等の１種類あるいは２種類以上を使用するとともに、表面エネルギーを小さくし潤滑性を
高める材料、例えばフッ素樹脂、フッ素化合物、フッ化炭素、二酸化チタン、シリコンカ
ーバイト等の粉体、粒子を１種類あるいは２種類以上分散させたものを使用することがで
きる。また、これら粉体、粒子の粒径を異ならせたものを分散させ使用することもできる
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またフッ素系ゴム材料のように熱処理を行うことで表面にフッ素リッチな層を形成させ表
面エネルギーを小さくさせたものを使用することもできる。
【０１２７】
　弾性中間転写ベルトの製造方法は限定されるものではなく、回転する円筒形の型に材料
を流し込みベルトを形成する遠心成型法、表層の薄い膜を形成させるスプレー塗工法、円
筒形の型を材料の溶液の中に浸けて引き上げるディッピング法、内型、外型の中に注入す
る注型法、円筒形の型にコンパウンドを巻き付け、加硫研磨を行う方法がある。また、複
数の製造方法を組み合わせて弾性ベルトを製造することができるのは当然である。
【０１２８】
　弾性ベルトの伸びを防止する方法としては、伸びの少ない芯体樹脂層にゴム層を形成す
る方法、芯体層に伸びを防止する材料を入れる方法等があるが、特に製造方法に関わるも
のではない。
【０１２９】
　次に本発明で使用することのできる中間転写ベルトのクリーニング方法について説明す
る。
【０１３０】
　一例として図３のような中間転写体上多重転写系のタンデム式電子写真画像形成装置に
使用できるファーブラシクリーニング方法について説明するが、これに限定されるもので
はない。例えば、上記の如きファーブラシの他に、帯電ローラを用いることもできる。
【０１３１】
　図４は、図３中の中間転写ベルトクリーナ４６の拡大図である。図４において中間転写
ベルトクリーナ４６は、テンションローラ４１に対向させて中間転写ベルト８ｃに回転し
ながら接触する導電性ファーブラシ１０１を備えている。導電性ファーブラシ１０１回転
方向は中間転写ベルト８ｃと同一方向である。すなわち、ニップ位置では互いに逆方向に
表面移動する。導電性ファーブラシ１０１には、電源１０３からトナーの帯電極性と反対
の極性の電圧が印加された金属ローラ１０２が接触している。
【０１３２】
　金属ローラ１０２と導電性ファーブラシ１０１とは、導電性ファーブラシ１０１の抵抗
により電位差が生じ、中間転写ベルト８ｃから除去したトナーを、導電性ファーブラシ１
０１から各金属ローラ１０２に転移させる。金属ローラ１０２に転移されたトナーは、ブ
レード１０４で掻き落とされて回収される。中間転写ベルト８ｃと導電性ファーブラシ１
０１との間にも同様に電位差が生じ電界による静電力と、接触による掻き取り力とにより
、導電性ファーブラシ１０１がトナーを回収する。例えば、金属ローラ１０２に＋７００
Ｖ印加すると導電性ファーブラシ１０１は＋４００Ｖとなり中間転写ベルト８ｃ上のマイ
ナストナーをクリーニングすることができる。
【０１３３】
　＜トナー及び中間転写体の最大変位量、塑性変位量の測定＞
　本発明においてトナー及び中間転写体の最大変位量、塑性変位量の測定は（株）エリオ
ニクス社製　超微小硬度計ＥＮＴ１１００で測定した。使用圧子は１００μｍ×１００μ
ｍ四方の平圧子を用い、測定環境は２７℃，湿度６０％で測定した。荷重をかけるスピー
ドは、０．９８×１０－５Ｎ／ｓｅｃとする。最大荷重（９．８×１０－５Ｎ）に到達後
、０．１ｓｅｃの間、その荷重で放置する。この時点で変位している量を最大変位量とし
た。その後、０．９８×１０－５Ｎ／ｓｅｃのスピードで除荷し、荷重が０になったとき
の変位量を塑性変位量とした。
【０１３４】
　１．トナーの最大変位量、塑性変位量の測定
トナーの測定はセラミックセル上にトナーを塗布し、トナーがセル上に分散するように微
弱なエアーを吹き付ける。そのセルを装置にセットして測定する。
【０１３５】
　測定は装置付帯の顕微鏡を覗きながら測定用画面（横幅：１６０μｍ　縦幅：１２０μ



(22) JP 4938995 B2 2012.5.23

10

20

30

40

ｍ）にトナーが１粒で存在しているものを選択する。粒径因子によるトナーの変位量の差
を無くすため、トナーの平均粒径の±１．０μｍ程度の粒径を有する粒子（トナーの平均
粒径が６μｍであれば、５～７μｍのもの）を選択して測定する。なお、粒径の確認は、
測定手段として超微小硬度計ＥＮＴ１１００付帯のソフトを用いて、測定用画面で行った
。そして、各変位量の測定は、任意の場所から粒子１００個を選んで測定し、最大変位量
の測定結果の上限値側及び下限値側のそれぞれ１０個のデータを与える粒子を除いて、８
０個を算出用データとして使用し、その８０個の平均から最大変位量、塑性変位量を求め
た。
【０１３６】
　これまでは、トナー１粒の硬度を測定する方法では、先端が尖った圧子を使用している
ため、トナーが圧子から滑ったりしてしまい、再現性のある結果を得るのは極めて困難で
あった。本発明ではトナー粒径よりも数十倍程度大きい１００μｍ×１００μｍ四方の平
圧子を用いているため、トナーが圧子から滑るといったことが起こらず、再現性の良好な
測定が可能であった。
【０１３７】
　２．中間転写体の最大変位量、塑性変位量の測定
　中間転写体の測定は、測定サンプルをセルに硬化性ボンドで接着する。その際、接着面
に空気やゴミが入らないように注意する。これは、空気やゴミの影響でサンプルの変位量
が変わってしまうのを防ぐためである。ボンドが乾くまで１日以上は放置する。ボンドが
乾いたら、セルを装置にセットし、任意の場所から１００点測定する。最大変位量の測定
結果の上限値側及び下限値側のそれぞれ１０点のデータを与えるサンプルを除いて、残り
の８０点を算出用データとして使用し、その８０点の測定結果から中間転写体の最大変位
量、塑性変位量を求めた。
【０１３８】
　＜平均円形度の測定＞
　トナーの平均円形度は、フロー式粒子像測定装置「ＦＰＩＡ－２１００型」（シスメッ
クス社製）を用いて測定を行った。円形度に関して、以下に説明する。
【０１３９】

【数１】

【０１４０】
　円形度は上記式で定義される。ここで、「粒子投影面積」とは二値化されたトナー粒子
像の面積であり、「粒子投影像の周囲長」とは該トナー粒子像のエッジ点を結んで得られ
る輪郭線の長さと定義する。測定は、５１２×５１２の画像処理解像度（０．３μｍ×０
．３μｍの画素）で画像処理した時の粒子像の周囲長を用いる。
【０１４１】
　本発明における円形度はトナー粒子の凹凸の度合いを示す指標であり、トナー粒子が完
全な球形の場合に１．０００を示し、表面形状が複雑になる程、円形度は小さな値となる
。
【０１４２】
　また、円形度頻度分布の平均値を意味する平均円形度Ｃは、粒度分布の分割点ｉでの円
形度（中心値）をｃｉ、測定粒子数をｍとすると、次式から算出される。
【０１４３】
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【数２】

【０１４４】
　なお、本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－２１００」は、各粒子の円形度
を算出後、平均円形度及び円形度標準偏差の算出に当たって、得られた円形度によって、
粒子を円形度０．４～１．０を０．０１ごとに等分割したクラスに分け、その分割点の中
心値と測定粒子数を用いて平均円形度の算出を行う。
【０１４５】
　具体的な測定方法としては、容器中に予め不純固形物などを除去したイオン交換水１０
ｍｌを用意し、その中に分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルホン
酸塩を加えた後、更に測定試料を０．０２ｇ加え、均一に分散させる。分散させる手段と
しては、超音波分散機「Ｔｅｔｏｒａ１５０型」（日科機バイオス社製）を用い、２分間
分散処理を行い、測定用の分散液とする。その際、該分散液の温度が４０℃以上とならな
い様に適宜冷却する。また、測定のバラツキを抑えるため、フロー式粒子像分析装置ＦＰ
ＩＡ－２１００の機内温度が２６～２７℃になるよう装置の設置環境を２３℃±０．５℃
にコントロールし、一定時間おきに、好ましくは２時間おきに２μｍラテックス粒子を用
いて自動焦点調整を行う。
【０１４６】
　トナー粒子の円形度測定には、前記フロー式粒子像測定装置を用い、測定時のトナー粒
子濃度が３０００～１万個／μｌとなる様に該分散液濃度を再調整し、トナー粒子を１０
００個以上計測する。計測後、このデータを用いて、円相当径２μｍ未満のデータをカッ
トして、トナー粒子の平均円形度を求める。
【０１４７】
　さらに本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－２１００」は、従来よりトナー
の形状を算出するために用いられていた「ＦＰＩＡ－１０００」と比較して、処理粒子画
像の倍率の向上、さらに取り込んだ画像の処理解像度を向上（２５６×２５６→５１２×
５１２）によりトナーの形状測定の精度が上がっており、それにより微粒子のより確実な
補足を達成している装置である。従って、本発明のように、より正確に形状を測定する必
要がある場合には、より正確に形状に関する情報が得られるＦＰＩＡ－２１００の方が有
用である。
【０１４８】
　＜トナー粒度分布の測定＞
　本発明において、トナーの平均粒径及び粒度分布は、コールターカウンターＴＡ－ＩＩ
型（コールター社製）を用いて測定することができる。また、コールターマルチサイザー
（コールター社製）を用いることも可能である。測定においては、電解液が使用されるが
、この電解液には１％ＮａＣｌ水溶液が使用される。１％ＮａＣｌ水溶液は、１級塩化ナ
トリウムを使用して調製しても良いし、また例えば、ＩＳＯＴＯＮ　Ｒ－ＩＩ（コールタ
ーサイエンティフィックジャパン社製）等の市販品を使用しても良い。
【０１４９】
　測定法としては、前記電解水溶液１００～１５０ｍｌ中に分散剤として界面活性剤、好
ましくはアルキルベンゼンスルホン酸塩を０．１～５ｍｌ加え、更に測定試料を２～２０
ｍｇ加える。試料を懸濁した電解液を超音波分散器で約１～３分間分散処理し、前記測定
装置により、アパーチャーとして１００μｍアパーチャーを用いて、２．００μｍ以上の
トナーの体積、個数を測定して体積分布と個数分布とを算出し、重量平均粒径（Ｄ４）（
各チャンネルの中央値をチャンネル毎の代表値とする）を求める。
【０１５０】
　チャンネルとしては、２．００～２．５２μｍ；２．５２～３．１７μｍ；３．１７～
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４．００μｍ；４．００～５．０４μｍ；５．０４～６．３５μｍ；６．３５～８．００
μｍ；８．００～１０．０８μｍ；１０．０８～１２．７０μｍ；１２．７０～１６．０
０μｍ；１６．００～２０．２０μｍ；２０．２０～２５．４０μｍ；２５．４０～３２
．００μｍ；３２．００～４０．３０μｍの１３チャンネルを用いる。
【０１５１】
　＜ＧＰＣによる分子量測定＞
　ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によるクロマトグラムの分子量は
次の条件で測定される。
【０１５２】
　４０℃のヒートチャンバー中でカラムを安定化させ、この温度におけるカラムに溶媒と
してテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を毎分１ｍｌの流速で流し、試料濃度として０．０５
～０．６質量％に調整した樹脂のＴＨＦ試料溶液を約５０～２００μｌ注入して測定する
。試料の分子量測定にあたっては、試料の有する分子量分布を数種の単分散ポリスチレン
標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数（リテンションタイム）との関係
から算出する。検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、例えば東ソー社製或いは
Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．製の分子量が６×１０２、２．１×１０３

、４×１０３、１．７５×１０４、５．１×１０４、１．１×１０５、３．９×１０５、
８．６×１０５、２×１０６、４．４８×１０６のものを用い、少なくとも１０点程度の
標準ポリスチレン試料を用いるのが適当である。検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を用い
る。
【０１５３】
　カラムとしては、１０３～２×１０６の分子量領域を的確に測定するために、市販のポ
リスチレンジェルカラムを複数本組み合わせるのが良く、例えば昭和電工社製のｓｈｏｄ
ｅｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８０１，８０２，８０３，８０４，８０５，８０６，８０７の組み
合わせや、Ｗａｔｅｒｓ社製のμ－ｓｔｙｒａｇｅｌ　５００、１０３、１０４、１０５

の組み合わせを挙げることができる。
【０１５４】
　＜ワックスの最大吸熱ピークの極大温度の測定＞
　温度曲線：昇温Ｉ（３０℃～２００℃、昇温速度１０℃／ｍｉｎ）
　　　　　　降温Ｉ（２００℃～３０℃、降温速度１０℃／ｍｉｎ）
　　　　　　昇温ＩＩ（３０℃～２００℃、昇温速度１０℃／ｍｉｎ）
　トナー及びワックスの最大吸熱ピークは、示差走査熱量計（ＤＳＣ測定装置）ＤＳＣ２
９２０（ＴＡインスツルメンツジャパン社製）を用いてＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準
じて測定する。
【０１５５】
　測定試料は３～７ｍｇ、好ましくは４～５ｍｇを精密に秤量する。それをアルミパン中
に入れ、リファレンスとして空のアルミパンを用い、測定範囲３０～２００℃の間で、昇
温速度１０℃／ｍｉｎで常温常湿下で測定を行う。ワックスのピーク温度は、昇温ＩＩの
過程でピークトップとなる温度を測定する。
【０１５６】
　＜シリカ及び酸化チタン微粒子の一次平均粒径の測定方法＞
　微粒子を走査型電子顕微鏡ＦＥ－ＳＥＭ（日立製作所製Ｓ－４７００）により１０万倍
に拡大したトナー表面の写真を撮影し、その拡大写真を用いて、視野中の３００個の微粒
子の粒径（楕円状チタンに対しては、短軸径）を測定して個数平均粒径（Ｄ１）を求める
。
【実施例】
【０１５７】
　以下、本発明の具体的な実施例について説明するが、本発明はこれらの実施例に限定さ
れるものではない。
・ポリエステル樹脂１の製造例
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　温度計、撹拌機を備えたオートクレーブ中に、
ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
テレフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
無水トリメリット酸　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
フマル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６質量部
２－エチルヘキサン酸錫　　　　　　　　　　　　０．０５質量部
を仕込み、窒素雰囲気下、２００～２１０℃で約５時間反応させ、ポリエステル樹脂１を
得た。得られたポリエステル樹脂のＧＰＣによる分子量測定の結果を表１に示す。
【０１５８】
・ポリエステル樹脂２の製造例
　温度計、撹拌機を備えたオートクレーブ中に、
ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
テレフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
無水トリメリット酸　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
フマル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９質量部
２－エチルヘキサン酸錫　　　　　　　　　　　　０．０５質量部
を仕込み、窒素雰囲気下、２１０～２２０℃で約４時間反応させ、ポリエステル樹脂２を
得た。得られたポリエステル樹脂のＧＰＣによる分子量測定の結果を表１に示す。
【０１５９】
・ポリエステル樹脂３の製造例
　温度計、撹拌機を備えたオートクレーブ中に、
テレフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１質量部
１，４－シクロヘキサンジカルボン酸　　　　　　　　８３質量部
プロピレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　６７質量部
三酸化アンチモン　　　　　　　　　　　　　　　０．０９質量部
を仕込み１７０～２２０℃で１８０分間加熱してエステル化反応を行った。次いで反応系
の温度を２５０℃まで昇温し、系の圧力１～１０ｍｍＨｇとして３時間反応を続けてポリ
エステル樹脂３を得た。
【０１６０】
【表１】

【０１６１】
　・トナー用添加剤の調製
　撹拌翼を備えたオートクレーブに、α－メチルスチレン、スチレンおよび脱水精製した
トルエンの混合物と、脱水精製したトルエンで１０倍希釈したボロントリフロライドフェ
ノラート錯体（フェノール１．７倍当量）とを連続的に供給し、反応温度を５℃で重合反
応させた。α－メチルスチレンとスチレンとのモル比は６０／４０の割合とし、モノマー
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ｍｌ／時間とした。この反応混合物を２段目のオートクレーブに移送し、５℃で重合反応
を続けさせた後、１段目と２段目のオートクレーブ中での合計滞留時間が２時間になった
所で、連続的に反応混合物を排出し、滞留時間の３倍となった所で１リットルの反応混合
物を採取し、重合反応を終了させた。重合終了後、採取した反応混合物に１モル／リット
ルのＮａＯＨ水溶液を添加し、触媒残さを脱灰した。更に得られた反応混合物を多量の水
で５回洗浄した後、エバポレーターで溶媒および未反応モノマーを減圧留去して、トナー
用添加剤を得た。得られたトナー用添加剤は軟化点Ｔｍ＝１２３℃、数平均分子量Ｍｎ＝
１５００、重量平均分子量Ｍｗ＝２５９０であった。
【０１６２】
　＜トナー製造例＞
・ポリエステル樹脂１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
・ポリエステル樹脂３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　３質量部
・ワックスＡ（ノルマルパラフィン、ＤＳＣピーク温度：７６℃、Ｍｎ：５８０）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
・トナー用添加剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
・３，５－ｔｅｒｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物　　　１質量部
【０１６３】
　上記の処方で十分にヘンシェルミキサーにより予備混合を行い、二軸押出し混練機で材
料温度を１４０℃で溶融混練し、冷却後ハンマーミルを用いて約１～２ｍｍ程度に粗粉砕
し、次いでエアージェット方式による微粉砕機で１５μｍ以下の粒径に微粉砕した。さら
に、得られた微粉砕物を図１及び図２に示したような処理装置を用い、分級ロータ回転数
１２０ｓ－１で微粒子を除去しながら、分散ロータ回転数１００ｓ－１（回転周速を１３
０ｍ／ｓｅｃ）で４５秒間表面処理を行った（原料供給口３より微粉砕物を投入終了後、
４５秒間処理後、排出弁８を開けて処理品として取り出した）。その際、分散ロータ６上
部に角型のディスクを１０個設置し、ガイドリング９と分散ロータ６上角型ディスクの間
隔を３０ｍｍ、分散ロータ６とライナ４との間隔を５ｍｍとした。またブロワー風量を１
４ｍ３／ｍｉｎ、ジャケットに通す冷媒の温度及び冷風温度Ｔ１を－２０℃とし、重量平
均粒径（Ｄ４）６．０μｍのトナー粒子１を得た。
【０１６４】
　上記トナー粒子１００質量部に対して、ゾルゲル法で製造され、ヘキサメチルジシラザ
ンで疎水化処理された球状シリカ（一次平均粒径：１２０ｎｍ）１．０質量部、ｎ－Ｃ４

Ｈ９Ｓｉ（ＯＣＨ３）３で処理した楕円状酸化チタン（一次平均粒径：１５ｎｍ）０．７
質量部、ジメチルシリコーンオイルで処理した球状のシリカ（個数平均粒径：１８ｎｍ）
０．７質量部をヘンシェルミキサーで外添してトナー１とした。トナー材料及び物性を表
２、表３に示す。
【０１６５】
　表２、３の材料と混練温度、処理装置の処理時間の違いによってトナー２～１８を作製
した。トナー材料及び物性を表２、表３に示す。尚、表２中におけるワックスＢとは、ノ
ルマルパラフィン（ＤＳＣピーク温度：７０℃、Ｍｎ：４７０）である。
【０１６６】
　さらにトナー１～１８と、シリコーン樹脂で表面被覆した磁性マンガンマグネシウムフ
ェライトキャリア粒子（個数平均粒径５０μｍ）とを、トナー濃度が７質量％になるよう
に混合し、二成分系現像剤１～１８とした。
【０１６７】
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【表２】

【０１６８】
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【表３】

【０１６９】
　・中間転写ベルトの製造例
　表４に示した樹脂およびゴムを主成分とする原料ペレットを用意した。このペレットを
それぞれ押出機から多層環状ダイに送り、ダイ内で積層して押出す。押し出された多層筒
状体の内部に挿入された冷却マンドレルにて冷却して寸法を規制し、半導電性の筒状体を
得、これを軸方向と交差する方向に切断して多層構造の中間転写ベルトを得た。それぞれ
の層の厚さ、及び中間転写ベルトの最大変位量、塑性変位量、弾性変形率を表４に示す。
【０１７０】
　＜実施例１～１０、比較例１～９＞
　図３に示す画像形成装置の左端のステーションＰａにシアン現像剤１を供給し、普通紙
（カラーレーザーコピア用紙ＴＫＣＬＡ４；キヤノン製）を用い、通常環境（２３℃／湿
度６０％）下で、プリンターモードでトナーの画像を出力した。プロセススピードは３０
０ｍｍ／ｓｅｃとした。オリジナル画像としては、面積比率２５％画像を用いて、連続２
万枚の耐久プリントアウト試験を行った。
【０１７１】



(29) JP 4938995 B2 2012.5.23

10

20

30

40

50

　尚、中間転写ベルトクリーニング装置としては、図４に示す構造を有する装置を用いた
。ファーブラシとしては、材質がカーボンブラックを分散させた導電性レーヨン繊維であ
り、太さ８デニール／フィラメント、毛の植密度が２０万本／インチ２であるものを用い
、周速は、中間転写体に対して１２５％とし、当接部において逆方向に回転するように設
定した。また、金属ローラに＋１０００Ｖ印加し、ファーブラシと中間転写体との電位差
は９００Ｖであった。
【０１７２】
　（１）転写性
　耐久試験終了後に、画像面積比５％の帯状ベタ画像の画像形成を行い、その際の転写前
のトナー画像におけるトナー量（単位面積あたり）と、転写後のトナー量（単位面積あた
り）を測定し、その値から以下のようにして転写効率を算出した。尚、画像形成は、１次
転写評価用と２次転写評価用として、それぞれ１枚ずつ行った。
　１次転写効率（％）
　　　　＝｛（中間転写体上のトナー量）／（感光体上の転写前のトナー量）｝×１００
　２次転写効率（％）
　　　　＝｛（転写材上のトナー量）／（中間転写体上のトナー量）｝×１００
　評価方法は以下の基準に基づき、耐久後の転写効率で判断した。
Ａ：非常に良好（９２％以上）
Ｂ：良好（８８％～９２％未満）
Ｃ：普通（８４％～８８％未満）
Ｄ：悪い（８４％未満）
　（２）転写中抜けの評価
　転写中抜けは耐久試験終了後、図５（ａ）に示した「驚」文字パターンを厚紙（１２８
ｇ／ｍ２）にプリントした際の文字の中抜け（図５（ｂ）の状態）を以下の基準に基づき
、目視で評価した。
Ａ：ほとんど発生せず
Ｂ：軽微な中抜けが見られる
Ｃ：中抜けが見られる
Ｄ：顕著な中抜けが見られる
　（３）転写における画像のガサツキ度
　耐久試験終了後、細線画像（７本／１ｍｍ）が転写材上転写にされた時点の未定着画像
を出力し、それを１００℃のオーブンで非加圧で定着させた画像を得た。その解像度をル
ーペを用いて観察し、トナーの飛び散り、解像度が落ちた度合いについて確認して評価し
た。即ち、判別可能なライン数を下記の基準で評価した。この際、判別可能なライン数は
、縦方向のライン横方向のライン夫々１０カ所の平均値とした。
Ａ：７本
Ｂ：５～６本
Ｃ：３～４本
Ｄ：２本以下
　（４）クリーニング性評価
　クリーニング性の評価は、耐久試験終了後、画像濃度が０．６ｍｇ／ｃｍ２のベタ画像
を出力し、トナー転写直後の中間転写体上（Ａ）と、トナー転写後にクリーニングを行っ
た後の中間転写体上（Ｂ）をそれぞれ透明なテープ（リンテック（株）社製　スーパース
テック）を中間転写材表面に貼って残存トナーを採取する。残存トナーを採取した透明テ
ープを普通紙（カラーレーザーコピア用紙ＴＫＣＬＡ４；キヤノン製）に貼り付け、色彩
色差計Ｘ－Ｒｉｔｅ　５００Ｓｅｒｉｅｓ　Ｓｐｅｃｔｒｏｄｅｎｓｉｔｏｍｅｔｅｒ（
Ｘ－Ｒｉｔｅ社製）によって画像濃度を測定し、次式によりクリーニング効率を算出した
。
　クリーニング効率（％）
　　　　＝〔１－（（Ｂ）試料の画像濃度／（Ａ）試料の画像濃度）〕×１００
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　評価方法は、以下の基準で判断した。
Ａ：非常に良好（クリーニング効率９８％以上）
Ｂ：良好（クリーニング効率９６％～９８％未満）
Ｃ：普通（クリーニング効率９４％～９６％未満）
Ｄ：悪い（クリーニング効率９４％未満）
　（５）中間転写体の融着性と傷の評価
　耐久試験終了後、感光体を新品に交換して感光体上に融着や傷がないことを確認し、画
像濃度が０．６ｍｇ／ｃｍ２のベタ画像を印字した。
　中間転写体上へのトナー融着に起因する白抜けの数をカウントすることにより、中間転
写体の融着の評価を行った。尚、中間転写体上の融着の評価基準は以下の通りとした。
Ａ：ベタ画像上の白抜けが、２個以下
Ｂ：ベタ画像上の白抜けが、３～５個
Ｃ：ベタ画像上の白抜けが、６～８個
Ｄ：ベタ画像上の白抜けが、９個以上
　また、中間転写体の傷による白すじの数をカウントして中間転写体の傷の評価を行った
。尚、中間転写体上の傷の評価基準は以下の通りとした。
Ａ：ベタ画像上の白筋が、０～１個
Ｂ：ベタ画像上の白筋が、２～４個
Ｃ：ベタ画像上の白筋が、４～６個
Ｄ：ベタ画像上の白筋が、７個以上
　実施例１では、連続複写２万枚の耐久試験後も優れた転写性、クリーニング性であった
。また、中抜けガサツキといった画像不良も発生しなかった。また、中間転写体への融着
や傷も発生せず、連続複写２万枚の耐久試験で優れた耐久性を示した。
【０１７３】
　実施例２～１０においても、使用可能レベルとしては充分満足のいく評価結果であった
。
【０１７４】
　表５にはトナーと中間転写体の組み合わせ、表６には評価結果をそれぞれ示す。
【０１７５】
　＜実施例１１＞
　実施例１において、中間転写ベルトクリーニング装置を帯電ローラを用いた静電クリー
ニング装置に変更する以外は同様に耐久試験を行った。表６に評価結果を示す。
【０１７６】
　尚、帯電ローラとしては、ＳＵＳ芯金上に、層厚８ｍｍの導電性弾性層及び層厚２０μ
ｍの表面層を設けた直径２０ｍｍのローラを用いた。また、帯電ローラには＋１５００Ｖ
を印加し、周速を中間転写体に対して１２５％とし、当接部において逆方向に回転するよ
うに設定した。
【０１７７】
　＜実施例１２＞
　二成分系現像剤１、１０、１１、１２を用いて図３、図４で示した画像形成装置でフル
カラーモードで実施例１と同様に２万枚の耐久試験を行った。耐久試験の結果、１次転写
効率、２次転写効率、クリーニング性も良好で、転写中抜け、ガサツキ性が無く、中間転
写体上の融着や傷も発生しなかった。
【０１７８】
　＜比較例１～１１＞
　比較例１～１１も実施例１と同様に連続複写２万枚の耐久試験を行った。
【０１７９】
　表５にはトナーと中間転写体の組み合わせ、表６には評価結果をそれぞれ示す。
【０１８０】
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【表４】

【０１８１】
【表５】

【０１８２】
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【図面の簡単な説明】
【０１８３】
【図１】本発明のトナーの球形化に使用される一例の処理装置の概略断面図である。
【図２】図１に示す分散ローターの上面図の一例を示す概略図である。
【図３】本発明に係る画像形成装置の実施例の概略構成を示す。
【図４】中間転写ベルトクリーニング装置４６の拡大図である。
【図５】転写中抜けの評価に用いた文字パターン（ａ）と中抜け状態（ｂ）を示す図であ
る。
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【図３】

【図４】
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